
令和６年度日高市公営企業会計決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

令和６年度日高市水道事業会計決算 

令和６年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和７年６月１７日から令和７年８月４日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、日高市監査基準に準拠して

いるか、計数が経営成績及び財政状態を適正に表示しているか審査した。 

令和６年度日高市公営企業会計決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

令和６年度日高市水道事業会計決算 

令和６年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和７年６月１７日から令和７年８月４日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、日高市監査基準に準拠して

いるか、計数が経営成績及び財政状態を適正に表示しているか審査した。 
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１ 水 道 事 業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

                                               (単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前 年 度 決 算 額 増 減 額 増 減 率 

営 業 収 益 1,054,511,000 1,072,168,819 17,657,819 101.7% 954,998,605 117,170,214 12.3% 

営業外収益 83,691,000 98,032,897 14,341,897 117.1% 174,905,882 △ 76,872,985 △44.0% 

合 計 1,138,202,000 1,170,201,716 31,999,716 102.8% 1,129,904,487 40,297,229 3.6% 

 

収益的収入の決算額は１，１７０，２０１，７１６円で、予算額を３１，９９９，７１６円（２．

８％）上回っており、前年度決算額と比較すると４０，２９７，２２９円（３．６％）の増加であ

る。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執行率 前 年 度 決 算 額 増 減 額 増 減 率 

営 業 費 用 1,176,456,000 1,118,212,628 58,243,372 95.0% 1,096,087,212 22,125,416 2.0% 

営業外費用 45,329,000 29,054,123 16,274,877 64.1% 20,347,083 8,707,040 42.8% 

特 別 損 失 50,000 47,264 2,736 94.5% 28,369 18,895 66.6% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

合   計 1,226,835,000 1,147,314,015 79,520,985 93.5% 1,116,462,664 30,851,351 2.8% 

 

収益的支出の決算額は１，１４７，３１４，０１５円（執行率９３．５％）で、７９，５２０，

９８５円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると３０，８５１，３５１円（２．８％）の

増加である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はなかった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２２，８８７，７０１円の超過である。また、消費税及び地方消費税抜きの損益

については、後述「４ 経営成績」のとおり１４，５７３，５８０円の純損失である。 



  61 

２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

企 業  債 848,100,000 358,500,000 △ 489,600,000 42.3% 287,400,000 71,100,000 24.7% 

寄 附 金 1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

負 担 金 138,380,000 118,977,969 △ 19,402,031 86.0% 71,797,000 47,180,969 65.7% 

合   計 986,481,000 477,477,969 △ 509,003,031 48.4% 359,197,000 118,280,969 32.9% 

 

資本的収入の決算額は４７７，４７７，９６９円で、予算額を５０９，００３，０３１円（収

入率４８．４％）下回っているが、前年度決算額と比較すると１１８，２８０，９６９円（３

２．９％）の増加である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執行率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

建設改良費 1,096,381,000 567,779,785 110,701,215 51.8% 539,611,447 28,168,338 5.2% 

企 業 債 

償 還 金 
129,326,000 129,325,376 624 100.0% 120,089,863 9,235,513 7.7% 

投 資 0 0 0 － 100,000,000 △100,000,000 皆減 

合    計 1,225,707,000 697,105,161 110,701,839 56.9% 759,701,310 △ 62,596,149 △8.2% 

 

資本的支出の決算額は６９７，１０５，１６１円（執行率５６．９％）であった。支出の主な

ものは、配水管布設等工事である。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による翌年度繰越額は４１７，９００，０００円であ

り、不用額は１１０，７０１，８３９円である。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２１９，６２７，１９２円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額３７，６３２，７８８円、過年度分損益勘定留保資金９１，２９２，４０４円、減債積立金９

０，７０２，０００円で補塡された。 



  61 

３ 業務の状況 

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増  減  数 増 減 率 備 考 

年 度 末 給 水 人 口 54,014 人 54,298 人 △ 284 人 △0.5% 普及率 99.9％ 

年 度 末 給 水 戸 数 25,329 戸 25,065 戸 264 戸 1.1%   

年 間 配 水 量 7,245,869 ㎥ 7,076,140 ㎥ 169,729 ㎥ 2.4%   

年 間 有 収 水 量 6,430,712 ㎥ 6,396,459 ㎥ 34,253 ㎥ 0.5%   

有 収 率 88.8% 90.4% △ 1.6 ポイント    

本年度末の給水人口は５４，０１４人で、前年度と比較すると２８４人（０．５％）の減少、給

水戸数は２５，３２９戸で、前年度と比較すると２６４戸（１．１％）の増加となった。また、普

及率は９９．９％である。 

年間配水量は７，２４５，８６９㎥で、前年度と比較すると１６９，７２９㎥（２．４％）の増

加、年間有収水量は６，４３０，７１２㎥で、前年度と比較すると３４，２５３㎥（０．５％）の

増加である。 

なお、有収率は８８．８％で、前年度と比較すると１．６ポイントの減少となった。 

  

 

４ 経営成績 

本年度の経営については、経常損失が１４，５４５，９１０円であり、特別損失は２７，６７０

円だったことから、当年度純損失は１４，５７３，５８０円となる。なお、前年度は純損失が２２，

１４４，４０２円であり、損益収支は７，５７０，８２２円（３４．２％）の増加である。 

 

 

５ 財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が１５７，０２９，７４２

円の増加であり、また投資その他の資産は前年度と変動はなかった。流動資産が２６，４６２，２

７６円の増加となり、資産合計は１８３，４９２，０１８円、１．７％の増加となった。 

負債は、固定負債が２０７，３５９，６２４円の増加、流動負債が４０，４８３，２６４円の減

少となり、負債合計は１９８，０６５，５９８円、４．７％の増加となった。 

資本では、資本金が１９７，９４５，４６１円増加し、剰余金が２１２，５１９，０４１円減少

したことから、資本合計は１４，５７３，５８０円、０．２％の減少となった。 

これらのことにより、負債資本合計は、１８３，４９２，０１８円、１．７％の増加となった。 

 

６ 給水原価と供給単価について 

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 増 減 率 

給 水 原 価 150 円 25 銭 147 円 55 銭 2 円 70 銭 1.8％ 

供 給 単 価 135 円 61 銭 122 円 78 銭 12 円 83 銭 10.4％ 

差 益 △14 円 64 銭 △24 円 77 銭 10 円 13 銭  

給水原価については１５０円２５銭で、前年度と比較して２円７０銭（１．８％）増加した。ま

た、供給単価については１３５円６１銭で、前年度と比較して１２円８３銭（１０．４％）増加し

た。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和６年度の業務の状況、事業収益をみると、給水人口については前年度と比較して減少している

ものの、給水戸数と年間配水量、年間有収水量は増加となっている。 

収益的収入については、令和５年度に実施した水道基本料金の減免による減収分を補填していた一

般会計からの補助金が終了したことにより営業外収益は前年度に比べ減少しているが、この水道基本

料金減免措置の終了による使用料金の増加に加え、減少傾向が続いていた大口使用者の給水水量が増

加に転じたことにより営業収益は増加したため、全体の決算額も増加となった。また、収益的支出に

ついては、営業費用、営業外費用ともに増加しており、全体の決算額も増加となった。 

水道事業の税抜きでの事業収益合計額は、１，０７３，２２０，０５１円で、税抜きの事業費用合

計額の１，０８７，７９３，６３１円を差引くと、令和６年度の純損失は１４，５７３，５８０円と

なり、前年度の純損失２２，１４４，４０２円と比較すると純損失額は７，５７０，８２２円縮小さ

れた。 

財政状況については、固定資産、流動資産ともに増加しており、資産合計は増加となった。負債に

ついては、流動負債が減少となったが、固定負債は増加となり、負債合計は増加となった。資本につ

いては、資本金が増加しているが、剰余金は減少となり、資本合計は減少となった。 

建設改良工事については、高岡浄水場ろ過池制御配管等更新工事のほか、配水管の新設及び老朽管

の布設替えが行われている。今後においても、施設の更新工事の実施など、多額な費用が見込まれる

ことから、企業債の借入れを行う場合は、後年度の負担が過度とならないよう計画的に行う必要があ

る。 

また、経営指標を見ると料金回収率が１００％を下回っている。これは、事業に必要な費用を水道

料金で賄えていない状況である。今後、給水人口減少や大口使用者の需要減により水道料金収入の減

少が見込まれる一方、水道施設の老朽化に伴う多額の更新工事を計画的に行うため、令和８年４月に

水道料金の改定が予定されているが、この改定により安定的な財源を確保することにつなげ、経営基

盤の強化が期待される。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関

係法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、か

つ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 
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２  下  水  道  事  業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区   分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

収 益 
712,420,000 730,939,647 18,519,647 102.6% 728,012,398 2,927,249 0.4% 

営業外 

収 益 
534,447,000 540,389,934 5,942,934 101.1% 469,429,949 70,959,985 15.1% 

計 1,246,867,000 1,271,329,581 24,462,581 102.0% 1,197,442,347 73,887,234 6.2% 

農

集

事

業 

営 業 

収 益 
6,002,000 6,549,571 547,571 109.1% 6,401,158 148,413 2.3% 

営業外 

収 益 
38,619,000 38,620,326 1,326 100.0% 35,714,326 2,906,000 8.1% 

計 44,621,000 45,169,897 548,897 101.2% 42,115,484 3,054,413 7.3% 

合 計 1,291,488,000 1,316,499,478 25,011,478 101.9% 1,239,557,831 76,941,647 6.2% 

 

収益的収入の決算額は１，３１６，４９９，４７８円で、予算額を２５，０１１，４７８円（１．

９％）上回った。前年度決算額と比較すると、７６，９４１，６４７円（６．２％）の増加である。 
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(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

費 用 
1,002,704,000 932,511,166 36,502,034 93.0% 922,360,433 10,150,733 1.1% 

営業外

費 用 
107,312,000 82,553,078 24,758,922 76.9% 88,080,696 △ 5,527,618 △6.3% 

特 別 

損 失 
150,000 148,637 1,363 99.1% 85,377 63,260 74.1% 

予備費 6,398,000 0 6,398,000 － 0 0 － 

計 1,116,564,000 1,015,212,881 67,660,319 90.9% 1,010,526,506 4,686,375 0.5% 

農

集

事

業 

営 業 

費 用 
42,692,000 34,034,907 8,657,093 79.7% 33,806,157 228,750 0.7% 

営業外 

費 用 
665,000 664,118 882 99.9% 792,216 △ 128,098 △16.2% 

予備費 1,500,000 0 1,500,000 － 0 0 － 

計 44,857,000 34,699,025 10,157,975 77.4% 34,598,373 100,652 0.3% 

合 計 1,161,421,000 1,049,911,906 77,818,294 90.4% 1,045,124,879 4,787,027 0.5% 

 

収益的支出の決算額は１，０４９，９１１，９０６円（執行率９０．４％）で、７７，８１８，

２９４円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると、４，７８７，０２７円（０．５％）の増

加である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額は、３３，６９０，８００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２６６，５８７，５７２円である。なお、消費税及び地方消費税抜きの損益につ

いては、後述「４ 経営成績」のとおりで２６０，９７４，５１８円の純利益である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

企 業 債 715,000,000 344,300,000 △370,700,000 48.2% 160,500,000 183,800,000 114.5% 

国 庫 

補 助 金 
118,900,000 36,600,000 △ 82,300,000 30.8% 12,100,000 24,500,000 202.5% 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

5,584,000 5,394,836 △ 189,164 96.6% 3,611,089 1,783,747 49.4% 

他 会 計 

補 助 金 
121,791,000 121,791,000 0 100.0% 74,088,000 47,703,000 64.9% 

基 金 

収 入 
1,000 0 △ 1,000 － 0 0 － 

計 961,276,000 508,085,836 △453,190,164 52.9% 250,299,089 257,786,747 103.0% 

農

集

事

業 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

計 1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

合 計 961,277,000 508,085,836 △453,191,164 52.9% 250,299,089 257,786,747 103.0% 

 

資本的収入の決算額は５０８，０８５，８３６円で、予算額を４５３，１９１，１６４円（収

入率５２．９％）下回っている。前年度決算額と比較すると、２５７，７８６，７４７円（１０

３．０％）の増加である。 

なお、分担金及び負担金のうち、受益者負担金は４，４９９，７８０円、建設協力金は２５１，

３３０円、川越市負担金は６４３，７２６円であった。 
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(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

建 設 

改良費 
640,721,000 184,989,400 63,830,600 28.9% 89,347,544 95,641,856 107.0% 

企業債

償還金 
500,847,000 498,556,430 2,290,570 99.5% 503,919,016 △ 5,362,586 △1.1% 

投 資 1,000 0 1,000 － 0 0 － 

計 1,141,569,000 683,545,830 66,122,170 59.9% 593,266,560 90,279,270 15.2% 

農

集

事

業 

企業債 

償還金 
6,847,000 6,846,299 701 100.0% 6,718,748 127,551 1.9% 

計 6,847,000 6,846,299 701 100.0% 6,718,748 127,551 1.9% 

合 計 1,148,416,000 690,392,129 66,122,871 60.1% 599,985,308 90,406,821 15.1% 

 

資本的支出の決算額は６９０，３９２，１２９円（執行率６０．１％）であった。 

支出の主なものとしては、下水道事業の建設改良費において、重力濃縮槽掻き寄せ機更新工事

等が実施された。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は、３９１，９０１，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は１８２，３０６，２９３円の不足となるが、この不足額は、過年度分損益勘定留保

資金６７，９８１，５６８円、当年度分損益勘定留保資金３８，７１１，６７１円、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額５，６１３，０５４円及び減債積立金７０，０００，０００円

で補塡された。 
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３ 業務の状況 

項 目 区 分 令和６年 度 令和５年度 増 減 数 増 減 率 備 考 

年度末処理 

区 域 面 積 

下 水 道 事

業 

農集事業 

712.72ha 

14.00ha 

712.72ha 

14.00ha 

0.00ha 

0.00ha 

0％ 

0％    
  

年度末処理 

区域内人口 

下 水 道 事

業 

農集事業 

35,524人 

292人 

35,591人 

301人 

△67人 

△9人 

△0.2％ 

△3.0％ 
  

年度末水洗

化 済 人 口 

下 水 道 事

業 

農集事業 

34,844人 

278人 

35,582人 

286人 

△738人 

△8人 

△2.1％ 

△2.8％ 
  

年度末水洗

化 済 戸 数 

下 水 道 事

業 

農集事業 

17,064戸 

119戸 

17,082戸 

119戸 

△18戸 

0戸 

△0.1％ 

0％  
 

年度末普及

率 

下 水 道 事

業 

農集事業 

65.1％ 

0.5％ 

64.8％ 

0.6％ 

0.3ﾎﾟｲﾝﾄ 

△0.1ﾎﾟｲﾝﾄ 

             

 

対 行 政 

人 口 比 

年 間 汚 水 

処 理 水 量 

下 水 道 事

業 

農集事業 

4,376,537㎥ 

43,319㎥ 

4,016,095㎥ 

36,897㎥ 

360,442㎥ 

6,422㎥ 

9.0％ 

17.4％  
  

年間有収水

量 

下 水 道 事

業 

農集事業 

4,027,909㎥ 

37,161㎥ 

4,025,932㎥ 

36,324㎥ 

1,977㎥ 

837㎥  

0％ 

2.3％    
  

 

有 収 率 

 

下 水 道 事

業 

農集事業 

92.0％ 

85.8％ 

100.2％ 

98.4％ 

△8.2ﾎﾟｲﾝﾄ 

△12.6ﾎﾟｲﾝﾄ 
 

  

 

下水道事業については、年度末の水洗化済人口は３４，８４４人で、前年度末と比較すると７３

８人（２．１％）の減少、水洗化済戸数は１７，０６４戸で、前年度末と比較すると１８戸（０．

１％）の減少となった。年間汚水処理水量は４，３７６，５３７㎥で、前年度末と比較すると３６

０，４４２㎥（９．０％）の増加、有収率は９２．０％で、前年度末と比較すると８．２ポイント

減少した。 

農業集落排水事業については、年度末の水洗化済人口は２７８人で前年度末と比較すると８人

（２．８％）の減少、水洗化済戸数は１１９戸で、前年度末から変動はなかった。年間汚水処理水

量は４３，３１９㎥で、前年度末と比較すると６，４２２㎥（１７．４％）の増加、有収率は８５．

８％で、前年度末と比較すると１２．６ポイント減少した。 
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４  経営成績 

本年度については、経常利益が２６１，０９２，１１８円であり、特別損失が１１７，６００

円あったことから、当年度純利益は２６０，９７４，５１８円となる。なお、前年度の純利益は

１９２，４６８，９００円であり、６８，５０５，６１８円（３５．６％）増加した。 

 

 

５  財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が３７１，５９７，２４

２円の減少、流動資産が２９２，６１５，４７３円の増加などにより、資産合計は７８，９８

１，７６９円（０．５％）の減少となった。 

負債合計では、未払金が減少したことなどにより３３９，９５６，２８７円（３．１％）の減

少となった。 

資本合計は、資本金及び剰余金の増加により２６０，９７４，５１８円（４．９％）の増加と

なった。 

これらのことにより、負債資本合計は７８，９８１，７６９円（０．５％）の減少となった。 

 

 

６  処理原価と使用料単価について 

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 増 減 率 

処 理 原 価 160 円 33 銭 169 円 25 銭 △8 円 92 銭 △5.3％ 

使 用 料 単 価 158 円 77 銭 158 円 28 銭  49 銭 0.3％ 

差 益 △1 円 56 銭 △10 円 97 銭 9 円 41 銭  

処理原価については１６０円３３銭で、前年度と比較すると８円９２銭（５．３％）減少し

た。また、使用料単価については１５８円７７銭で、前年度と比較すると４９銭（０．３％）増

加した。 

その結果、差益は使用料単価が処理原価を１円５６銭下回り、前年度と比較すると９円４１銭

の増加となった。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和６年度の経営成績をみると、収益的収入においては、下水道事業及び農業集落排水事業の収

益がともに増加となり、全体の決算額としても増加となった。 

また、収益的支出においては、下水道事業及び農業集落排水事業ともにわずかに増加となり、全

体の決算額としても増加となった。 

このほか、資本的収入においては、下水道事業が増加したため全体の決算額も増加となった。 

さらに、資本的支出においては、下水道事業及び農業集落排水事業の支出がともに増加したた

め、全体の決算額としても増加となった。 

下水道事業、農業集落排水事業の税抜きの事業収益合計は１，２５１，５７３，５７１円で、税

抜きの事業費用合計９９０，５９９，０５３円を差し引くと、令和６年度の純利益は２６０，９７

４，５１８円となり、前年度と比較して６８，５０５，６１８円の増加となった。 

財政状況については、流動資産は増加しているが、固定資産は減少となり、資産合計は減少とな

った。負債については、固定負債及び流動負債ともに減少となり、負債合計も減少となった。資本

については、資本金及び剰余金ともに増加となり、資本合計も増加となった。 

経営指標を見ると、令和４年度から経費回収率が１００％を下回っており、事業に必要な費用を

下水道使用料等の使用料で賄えていない状況が続いている。当年度純利益が出ているものの、経常

的な営業損失を繰出基準外の一般会計繰入金で補填している状況が続いている。また、大規模な施

設に係る工事費を賄うため下水道事業の内部留保資金を取り崩した結果、現金預金が著しく減少し

ている状況にある。これらの状況の改善に向けて、令和７年９月に下水道使用料と農業集落排水施

設使用料の改定が予定されているが、この改定により安定的な財源を確保することにつなげ、経営

基盤の強化が期待される。 

さらに、第２期日高市下水道ストックマネジメント計画等に基づき、優先順位を見極め計画的か

つ効率的に施設、設備の更新を進めていくことが求められる。その財源を確保するため、引き続き

国庫補助金や企業債を活用し世代間の費用負担の公平性を図っていく必要がある。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも

関係法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、

かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 

 

 

 


